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サンブスギ林総合対策事業実施要領 

 

最終改正：令和６年６月３日 

 

サンブスギ林総合対策事業（以下「補助事業」という。）の実施については、サンブスギ林総合対策事

業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）によるほか、本要領によるものとする。 

 

第１ 事業内容等 

要綱第３条に規定する「被害森林の再生」、「被害木の運搬」により構成されるものとする。 

事業内容、事業規模及び事業の実施主体（以下「事業主体」という。）は別表１及び別表２に定め

るとおりとする。 

 

第２ 維持管理 

事業主体は、原則として補助事業により整備した施設の維持管理を行うものとする。 

 

第３ 特記事項 

   補助事業においては、以下の各号によるほか、第４～８を適用する。 

(１)事業の対象区域は、原則として森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第５条の規定による森林の

うち、スギ非赤枯性溝腐病等による病害を受けた森林（以下「被害森林」という。）であること。 

(２)別表１に定める協定（補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算しておおむね 10年間は皆伐

を行わない旨を定める協定をいう。）を締結して実施するものであること。 

(３)被害森林の再生のうち「伐倒、搬出」は次に掲げるすべての要件を満たすものとする。 

ア 被害森林の病害率が 25 %以上であること。 

イ 被害森林の１ha当たりの立木材積が 120 ㎥以上であること。 

ウ 事業内容には枝条整理も含むこと。 

エ 伐倒により発生した被害木については、林外に搬出し、活用を図ること。 

オ 原則として、その実施の翌年度の初日から起算して２年以内に植栽による更新を行うこと。 

(４)被害森林の再生のうち「跡地の植栽」は次に掲げるすべての要件を満たすものとする。 

ア 補助事業により伐倒、搬出を実施した跡地への植栽であること。 

イ 対象樹種は知事が補助することが適当と認めるものに限ること。 

(５) 事業の実施に当たって、施行地の森林保険加入を基本とすること。 

 

第４ 交付決定 

 １ 知事は、要綱第５条の規定による交付申請があったときは、千葉県補助金等交付規則（昭和 32年

千葉県規則第 53号。以下「規則」という。）第４条の規定によりその内容を書類並びに必要に応じ

て行う現地調査により審査し、予算等を検討の上、適当と認める場合は規則第６条の規定により速

やかに交付を決定するとともに、別記第１号様式により市町村長に通知するものとする。 

 ２ 「伐倒、搬出」における現地調査は、サンブスギ林総合対策事業（被害森林の再生）調査野帳（要

綱別紙３）を作成するものとし、本調査は「森林整備事業竣工検査内規」（以下、「検査内規」とい

う。）第 18条の１によるものとする。 
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第５ 竣工検査 

１ 林業事務所長（以下「所長」という。）は、要綱第８条の規定により実績報告書が提出されたとき

は、検査内規に準じて竣工検査を行う。 

２ 検査員は検査調書及び測量図を付した復命書をもって、所長に復命しなければならない。 

３ 所長は竣工検査を完了した場合には、調査野帳及び復命書の写しに検査調書を添付し知事に進達

するものとする。 

 

第６ 補助金の査定 

   知事は、竣工検査に基づいて次の各号により補助金の査定を行う。 

(１)補助金額は、標準経費に別表３に掲げる査定係数の百分の一と補助率を乗じて求める。 

(２)標準経費は、標準単価に事業量を乗じて求める。 

(３)市町村が請負に付して事業を実施する場合の補助金額は、標準経費と実行経費とのいずれか低

い額に査定係数の百分の一と補助率を乗じて（査定係数が適用されない事業内容にあっては実

行経費に補助率を乗じて）求める。 

 

第７ 額の確定 

   知事は、竣工検査の結果に基づいてその内容を審査し、実績報告に係る成果が交付の決定の内容

及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、規則第１４条の規定により交付すべき額を確定

し、別記第２号様式により市町村長に通知する。 

 

第８ その他 

(１)知事及び所長は、森林の立地条件・土地利用計画・造林計画・林業労働力の動向等、地域の林業

を取り巻く実情を踏まえて、補助事業が適正かつ効果的に行われるよう必要な技術的・行政的な

指導監督を行うものとする。 

(２)知事及び所長は、補助事業の円滑な推進を図るため、必要に応じて、進捗状況を把握し事業主体

及び関係団体に指導・助言を行うものとする。 

(３)市町村長は、補助事業の円滑な実施を図るため、必要に応じて、関係行政機関及び関係団体等

との密接な連携の下に、必要なに助言、指導等を行うものとする。 

(４)事業主体は、森林法（昭和 26年法律第 249号）及び労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号）

をはじめ各種法令を遵守し事業を実施すること。 

(５)要綱及び本要領に定めるもののほか、補助事業の実施について必要な事項は、別に知事が定め

るものとする。 

 

附 則 

１ 本要領は、令和元年度の予算に係る補助金から適用する。 

２ この要綱の施行に伴い、サンブスギ林再生・資源循環促進事業実施要領（平成 25年 7月 30日）は

廃止する。 

３ 本要領は、令和２年度の予算に係る補助金から適用する。 

４ 本要領は、令和３年度の予算に係る補助金から適用する。 

５ 本要領は、令和３年度の予算に係る補助金から適用する。 

６ 本要領は、令和４年１２月６日以降の令和４年度の予算に係る補助金から適用する。 
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７ 本要領は、令和５年度の予算に係る補助金から適用する。 

８ 本要領は、令和６年度の予算に係る補助金から適用する。 
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別表１ 

事業区分 事業内容 事業規模 事業主体 

(１) 

被害森林の

再生 

 

ア 人工造林 

a 伐倒、搬出 

b 跡地の植栽 

 

 

１施行地の

面積が面積

が 0.1ha 以

上であるこ

と 

(ｱ) 市町村 

(ｲ) 森林所有者 

(ｳ) 森林組合等 

(ｴ) 森林整備法人、一般社団法人及び一般

財団法人に関する法律（平成 18 年法律第

48 号）第２条第１号に規定する法人（造

林を行うことを主たる目的としている法

人であって、地方公共団体がその社員で

あるもの又は地方公共団体がその基本財

産の全部若しくは一部を拠出しているも

の、以下「森林整備法人等」という）。 

(ｵ) 森林法施行令（昭和 26 年政令第 276

号）第 11 条第７号に掲げる特定非営利活

動法人等（以下「特定非営利活動法人」と

いう）。 

(ｶ) 森林経営計画の認定を受けた者（以下

「森林経営計画策定者」という）。 

(ｷ) 森林経営管理法第 36 条第２項の規定

により都道府県が公表した民間事業者

（以下「民間事業者」という。） 

(２) 

被害木の 

運搬 

 

被害木の運搬 

（注１）事業主体のうち、サンブスギ林総合対策事業を実施する市町村に当たっては、森

林所有者と協定を締結した森林、又は森林経営管理法第４条の規定により経営管

理権の設定を受けた森林において事業を実施する場合に限る。 

（注２）事業主体のうち、サンブスギ林総合対策事業を実施する森林組合等、森林整備法

人等、特定非営利活動法人等又は民間事業者等に当たっては、自ら所有する森林

で実施する場合でなく、かつ、地方公共団体及び森林所有者と協定を締結して事

業を実施する場合に限る。 

（注３）事業主体のうち、サンブスギ林総合対策事業を実施する森林所有者に当たって

は、地方公共団体と協定を締結し、被害木の伐採、除去、その後の植栽のいずれ

かの事業を実施する場合に限る。 

（注４）実施主体のうち、森林経営計画策定者に当たっては、当該計画の対象森林を含む

林班内に存する森林において事業を実施する場合に限る。 
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別表２ 

事業内容 対象となる範囲 

ア 人工造林 

a伐倒、搬出 

b跡地の植栽 

優良な育成単層林の人工林の造成を目的として行う地拵

え、植栽（大苗の植栽を含む。）、播種、低質林等における前

生樹の伐倒、除去とする。 

 

被害木の運搬 アに規定する事業内容によって伐倒、林外搬出した被害木

を、林外において活用するために必要な運搬とする。 

 

別表３ 

事業区分 査定係数 

(１)被害森林の再生 170 

(２)発生材の運搬 100 
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別記第１号様式（第４関係） 

○○指令第   号  

 

 

（市町村）  

 

年  月  日付け  第   号で申請のあった    年度サンブスギ林

総合対策事業補助金については、千葉県補助金等交付規則（昭和３２年千葉県規則第５３

号）第４条の規定により、金      円に交付決定する。 

     年  月  日 

 

千葉県知事       

 

記 

１ 補助事業者は、この補助金に係る法令、千葉県補助金等交付規則（昭和３２年千葉県規

則第５３号）、林業関係事業補助金交付要綱、千葉県森林整備事業実施要綱、千葉県森林

整備事業実施要領（以下「森林整備要領」という。）、サンブスギ林総合対策事業補助金交

付要綱（以下「要綱」という。）、サンブスギ林総合対策事業実施要領、その他関係通知等

に従わなければならない。 

２ 補助事業の内容 

補助事業の内容は、  年  月  日付け  第   号で申請のあった「   年

度サンブスギ林総合対策事業補助金交付申請書」に記載のとおりとする。 

３ この補助金は、事業目的以外に使用してはならない。 

４ 補助事業を遂行中県の要求があったときは、事業遂行に関し必要な報告をしなければ

ならない。 

５ 補助事業の内容について要綱第６条(１)に定める変更をする場合においては、知事の

承認を受けなければならない。 

また、国庫補助事業及び県単独事業にまたがる経費の配分の変更については知事の承

認を受けなければならない。 

６ 補助事業を中止し又は廃止する場合においては、知事の承認を受けなければならない。 

７ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合に

おいては、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

８ 補助金の確定額は、次の各号により算出した額の合計額とする。 

（１）被害木の伐倒、搬出については、補助事業に要した配分経費に係る実支出額に  

要綱に定める補助率を乗じて得た額と、配分経費に対応する補助金の額（変更され

た場合は変更された額。）とのいずれか低い額とする。 

（２）跡地の植栽及び被害木の運搬については、補助事業に要したそれぞれの配分経費

に係る実支出額に要綱に定める補助率を乗じて得た額の合計額と、それぞれの配分

経費に対応する補助金の額（変更された場合は変更された額。）の合計額とのいずれ

か低い額とする。 

９ 補助事業者は、知事の承認を受けないで補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算

して５年以内（市町村と森林所有者等による協定（補助事業の完了年度の翌年度の初日か

ら起算しておおむね１０年間は皆伐を行わない旨を定める協定をいう。）に基づき実施す

る場合にあっては、補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算しておおむね１０年を

経過するまでの間）に当該補助事業の施行地を森林以外の目的に転用（補助事業の施行地

を売り渡し若しくは譲渡し又は賃借権、地上権等の設定をさせた後、当該施行地が森林以
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外の用途へ転用される場合を含む。）する行為又は補助事業施行地上の立木竹の全面伐採

除去を行う行為（森林作業道整備、森林災害等復旧林道整備又は林業専用道整備の事業に

より整備した施設の維持管理のために必要な行為を除く。）その他補助目的を達成するこ

とが困難となる行為をしてはならない。 

なお、やむを得ず転用等を行う場合にはあらかじめ知事の承認を得なければならない。 

10 補助事業者は、前記９により知事の承認を受けて転用等を行う場合は、当該行為を  

しようとする森林等につき交付を受けた補助金相当額を返還しなければならない。 

ただし、公用、公共用及び天災地変その他やむを得ない事由のため前記によりがたい

場合は、知事に協議することができる。 

11 この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、 

この決定の全部若しくは一部を取り消し、当該取消しに関する部分について、既に交付さ

れた補助金があるときは、その返還を命ずることがある。 

12 成林に必要な保育管理その他知事が必要と認める事項を遵守すること。  

13 この補助金の収支決算等を明確に行っておくとともに、証拠書類を、事業の完了年度の

翌年度の初日から起算して５年間（市町村と森林所有者等による協定（補助事業の完了年

度の翌年度の初日から起算しておおむね１０年間は皆伐を行わない旨を定める協定をい

う。）に基づき実施する場合はおおむね１０年間）保存すること。 

14 補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、速やかに

要綱別記第５号様式による実績報告書を知事に提出しなければならない。 

15 補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日 

までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間につ

いては、既納額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を

県に納付しなければならない。 

16 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかった  

ときは、納期日の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、その未納付額（未納付額の

一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間についてはその納付額を控除

した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければな

らない。 

17 消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除額が確定した場合には、当該 

補助金交付申請番号等を速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて 

消費税仕入控除額に相当する補助金を返還しなければならない。ただし、当該補助金に係

る消費税仕入控除額があることを補助金交付申請書に明らかにして補助金交付申請をし、

消費税仕入控除額に相当する補助金額を減額した補助金の交付を受けた場合にはこの限

りではない。 

18 補助金の交付を受けた事業と一体的に実施すべき事業があるにも関わらず、正当な理

由なく実施すべき期間内に実施しないときは、当該交付を受けた補助金相当額を返還す

ること。 
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別記第２号様式（第７関係） 

○○達第   号  

 

 

 （市町村）  

 

     年  月  日付け  指令第   号で交付決定した  年度

サンブスギ林総合対策事業補助金については、千葉県補助金等交付規則第１４

条の規定により、交付額を金      円に確定する。 

年  月  日 

 

千葉県知事 

 

 


